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主　　　　　　　　　文

l　原判決主文第2項を次のとおり変更する。

（1）被控訴人草控訴人に対し，31、1万7274円及びこ

れに対する平成25年11月9日から支払済みまで年5分の

割合による金員を支払え。

（2）控訴人のその余の請求を棄却する。

2　訴訟費用は，第1，2審を通じ，被控訴人の負担とする。

3　この判決は，1（1）に限り，仮に執行することができる。

事　実　及　び　理　由

第1　捏訴の趣旨

1　原判決中盤訴人敗訴部分を取り消す。

2　被控訴人は，控訴人に対し，251万7502円及びこれに対する平成25

年5月11日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。

3　訴訟費用は，第1，2薯とも，被控訴人の負担とする。

4　この判決は，仮に執行することができる。
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・第2　事案の概要

1本件本訴事件卑　∴二（以下「被相続人」という。）の母である被控訴

人が，被相続人の妻である捏訴人に対し，控訴人と被控訴人との間で原判甚坤」紙財

産目録（以下「別紙財産目録」という。）記載の財産の各2分の1を被控訴人に分

配する合意をしたと主張して，同合意に基づき，別紙財産目録2ないし17に係る

分配金1399万6504円の支払を求めた事案であり，本件反訴事件は，控訴人

が，被控訴人に対し，被控訴人が控訴人から法律上の原因なく金員合計311万7

274円（内訳は弔慰金等114万9772円及び退職金の半額である196万7

502円である。）を取得したと主張して，不当利得返還請求権に基づき，利得金

3f1万7274円及びこれに対する最終利得日の翌日である平成25年5月11

日から支払済みまで民法所定年5分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案で

ある。

原審は，被控訴人の本訴請求を全部棄却し，控訴人の反訴請求を利得金59万9

772円及びこれに対する反訴状送達の日の翌日である平成25年11月9日から

支払済みまで民法所定年5分の割合による遅延損害金の支払の限度で認容し，その

余の反訴請求を棄却したところ，控訴人が，その敗訴部分を不服として，本件控訴

をした。したがって，当審に却ナる審理の対象は，反訴請求を棄却した部分である。

2　前提事実（争いのない事実及び各項末尾記載の証拠等から認められる事実）

（1）控訴人は，被相続人（平成25年4月22日死亡）の妻であり，被控訴人は

被相続人の母である。控訴人と被相続人との間に子はなく，被相続人の父は平成1

7年8月19日に死亡している。（争いのない事実，甲26の7）

（2）控訴人は，平成25年4月30日，被控訴人の子（被相続人の妹）である〃）
‾　＿S（以下葛8mという。）とともに，被相続人の勤務先であっ7－

二　　　“　二（以下「訴外会社」という。）を訪れ；同社から生活積立金4

4万9772円及び同社の労働組合から弔慰金70万円（合計114万9772円，

以下併せて「本件弔慰金等」という。）を受領した。〃－は，被控訴大宅にある，
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菅

祭壇に本件弔慰金等を供えたが，その後，被控訴人が本件弔慰金を返還しないまま

でいる。（争いのない事実）

（3）訴外会社は，従業員が死亡した時の退職金を労働基準法施行規則42条ない

し左5条に定める範囲及び順位により，その遺族に支給すると定めており（一般従

業員退職手当支給規定14条），上記規則によれば従業員の配偶者である控訴人が

被相続人の退職金（以下「本件退職金」という。）の受給権を有する。（乙4）

（4）訴外会社は，平成25年5月10日，室蘭信用金庫伊達支店の控訴人名義の

口座に本件退職金393万5005円を露込んだ。同日，控訴人，被控訴人及び●

〃漢は，共に室蘭信用金庫本輪西支店を訪れて，本件退職金の入金を確認し，本件

退職金の半額である196万7502円を払い戻した上，被控訴人名義の口座に同

額を振り込んだ。（争いのない事実）

3　争点及び争点に関する当事者の主張

（l）争点1　本件退職金の半額についての分配又は贈与の有無

（控訴人）

本件退職金は控訴人の財産であり，控訴人は被控訴人との問で，本件退職金の半

額を分配する合意や贈与する合意をしていない。被控訴人は，本件退職金の半額を

取得しているが，それは，控訴人の意思に基づくものではない。したがって，控訴

人の損失のもと，被控訴人は，法律上の原因なく控訴人の財産である本件退職金の

半額を利得したものである。

被控訴人の主張する分配や贈与の合意は否認する。

（被控訴人）

被控訴人の利得は，次の合意に基づくものであって法律上の原因がある。

ア　被控訴人は，平成25年4月25日頃から同月28日頃に，控訴人との間で，

同人らが別紙財産目録記載の財産を各2分の1ずつ取得し，被控訴人が同人の負担

で被相続人の法要を執り行う旨の合意をした（以下「本件分配合意」という。）。

葛8m及ひ‾　＿＿二（被相続人の姪である。以下「〃南　という。）は，控訴人
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から手続を任されて控訴人の印鑑証明書や戸籍取得の手続を執り，平成25年4月

30日に控訴人が訴外会社や同社の労働組合での本件弔慰金等，本件退職金及び4

月分給与を受け取る手続に同行し，その場で，〃臆臆は，同社の〃Sm（以下「●

●」という。）に本件分配合意の説明をした。また，同年5月10日，控訴人自身

が本件退職金の半額を引き出して，被控訴人がこれを自分名義の口座に入金した。

控訴人がこれらに異議を述べていないことは，それぞれ本件分配合意があったこと

を示すものである。

イ　仮に本件分配合意がないとしても，垂訴人は，平成25年5月10日，被控

訴人との間で，本件退職金の半額を被控訴人に贈与する旨合意した（以下「本件5

月贈与合意」という。）。控訴人自身が本件退職金の半額を引き出して，被控訴人

がこれを自分名義の口座に入金したことに異議を述べていないことは，本件5月贈

与合意があったことを示すものである。

（2）争点2　本件分配合意及び本件5月贈与合意の錯誤無効

（控訴人）

ア　控訴人が本件分配合意を了承するかのような発言をしたとしても，それは誤

解等によるものであり，表示の錯誤があった可能性がある。また，控訴人は，被相

続人の遺産や保険金の内容や帰属について具体的に認識していなかったから，本件

分配合意をするにつき動機の錯誤があり，無効である。

イ　仮に本件5月贈与合意があったとしても，それは，控訴人が，本件退職金の

一部は被控訴人に帰属する，あるいは，本件退職金の一部を被控訴人に与えるのが

被相続人の意思であるなどと誤信してしたものであって，動機の錯誤があり，無効

である。

（被控訴人）

争う。

（3）争点3　本件分配合意の撤回

（控訴人）
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本件分配合意は書面によらない贈与契約であるところ，控訴人は本件分配合意を

撤回する。また，本件退職金の半額の送金は，控訴人の意思に基づいておらず，履

行に当たらない。

（被控訴人）

争う。本件分配合意は贈与契約ではない。仮に贈与契約であったとしても，負担

付き贈与契約であって撤回することはできない。また，退職金については既に履行

が終了している。

（4）争点4　解除の有無　　　　　　へ、

（控訴人）

仮に本件退職金の半額の交付につき何らかの合意があったとしても，それは消費

貸借契約と見るべきであり，控訴人は同契約を解除する。

（被控訴人）

争う。

（5）争点5　本件弔慰金等を被控訴人に贈与する合意の有無

（控訴人）

本件弔慰金等は控訴人の財産であり，本件弔慰金等の交付は控訴人の意思に基づ

くものではないから，被控訴人は，法律上の原因なく控訴人の財産である本件弔慰

金等を取得したといえる。

被控訴人の主張する贈与の合意は否認する。仮に∴　　二（被相続人の甥であ

る。以下「葛漢－」という。）に運転免許取得費用相当額を贈与したとしても，それ

は，30万円にとどまる。

（被控訴人）

被控訴人の利得は，次の合意に基づくものであって法律上の原因がある。

ア　控訴人は，平成25年4月30日，本件弔慰金等の一部を〇mの運転免許取

得費用に充てることを条件として，本件弔慰金等全額を被控訴人に贈与する旨の合

意をした（以下「本件弔慰金等全額贈与」という。）。
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イ　控訴人は，平成25年4月30日，本件弔慰金等のうち35万円（運転免許

i取得費用相当額）を細mに，うち20万円（法要等の交通費相当額）を「‾臆＿

（被相続人の妹である。以下「看Sn　という。）に贈与し，本件弔慰金等から上記

贈与額を差し引いた残額は，・被控訴人との間で，被控訴人が被相続人のために使用

する合意をした（以下「本件弔慰金等一部贈与」という。）。

（6）争点6　〃8mの免許取得費用への贈与の撤回

（控訴人）

〃漢への贈与は書面によらない贈与契約手未履行であるところ，控訴人は上記

贈与を撤回する。

（被控訴人）

争う。

第3　当裁判所の判断

1　争点1ないし4について

（1）前提事実によ・れば，控訴人が，平成25年5月10日，被控訴人及び－

●と共に室蘭信用金庫本輪西支店を訪れ，本件退職金が控訴人名義の口座に入金さ

れていることを確認し，その半額を引き出したこと，被控訴人が，それを被控訴人

名義の口座に入金したことが認められる。そして，それは，本件退職金半額につき，

控訴人の損失のもと，被控訴人が利得を受けたと認められる。

（2）ア“被控訴人は，被控訴人の上記利得は本件分配合意に基づくものであると主

張し，被控訴人及てノミSmは，陳述書（甲27，28）において，控訴人と被控訴

人が，平成25年4月23日の通夜の後，被相続人に関する金を両者で半分ずつ分

け，被鞋訴人及びその子らが，葬儀・法要関係及び訴外会社や保険会社への請求手

続を行うことを約束したと述べる。しかし言エコ三の陳述書及び証言並びに被控訴

人の本人尋問の結果（証人〃8mの反訳書3，4頁，17ないし19頁，被捏訴人

の反訳書2ないし4頁）を検討すると，被控訴人は，臆‾‾二を通じて，被相続人の

通夜の晩に，控訴人と被相続人の保険金等の財産を半分に分けるとの話を持ち出し
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たが，被挫訴人も細臆漢も，分配対象財産を他の財産と識別できる程度に具体的に

は認識していなかったし，被控訴人から頼まれた＝は，被相続人の財産や保険

金を控訴人と被控訴人が半分ずつに分けることは，被相続人の生前の意向であって，

控訴人はそれを了承していると認識していたというものにすぎない。また，・被控訴

人及び〃■漢が述べる本件分配合意の日付は平成25年4月23日であるが，それ

は被控訴人の主張する本件分配合意の時期（平成25年4月25日ないし28日）

と異なり，主張と供述が食い違っていることからすると，被控訴人及び葛臆臆ゆ供

述によっては，本件分配合意を認めるに足すない。

イ　この点，被控訴人は，①〃8m及び被相続人の姪である〃寡は，控訴人から

手続を任されて控訴人の印鑑証明書や戸籍取得の手続を執り，平成25年4月30

日に控訴人が訴外会社や同社の労働組合での本件弔慰金等，本件退職金及び4月分

給与を受け取る手続に同行し，その場で〃■mは，同社の〃漢に本件分高合意の説

明を十たこと，②控訴人自身が本件退職金の半額を引き出して，被控訴人の入金に

異議を述べていないことは，それぞれ本件分配合意があったことを推認させる旨主

張する。

上記①についてみるに，甲28，31及び証人〃－の証言（証ノ葛■鵜ゆ反訳

書6ないし9頁，22頁）によれば，細8m及び看寡は，平成25年4月30日に

控訴人が訴外会社や同社の労働組合での本件弔慰金等，本件退職金及び4月分給与

を受け取る手続に同行していることが認められる。しかし，甲14，32によれば，

〇mは，平成25年4月30日に控訴人及て）看■m外2名が，訴外会社を訪れて本

件退職金支給手続をし，その際，本件退職金の振込口座は1つであることを説明し

たことは覚えているが，本件分配合意の説明があったか覚えていないと述べており，

〃Smが本件分配合意の説明をしたとは認め難い。かえって，〇mは，同年5月中

旬以降に控訴人から本件退職金の半分を被控訴人に渡したことを初めて聞いたが，

控訴人は納得していない様子であったことが認められる。そうすると，〃臆■pま，

被控訴人のために，本件退職金の受領手続に立ち会い，控訴人はそれを拒まなかっ
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たにすぎず，それは本件分配合意を推認させるものではない。

次に，上記②についてみるに，甲14，31，乙8，証ノ488mの証言（証人●

○○の反訳書4ないし6頁，10ないし13頁，26ないし29頁，33，34

頁），控訴人及び被控訴人の各本人尋問（控訴人の反訳書2，3頁，10ないし1

4頁，20ないし22頁，32頁，被控訴人の反訳書1頁，5，6頁）の結果によ

れば，控訴人及び被控訴人は，〃■動こ言われて，平成25年5月10日に室蘭信

用金庫を訪れたこと言－は，本件退職金の入金を確認し，さらに，その場で自

ら電卓をたたいて本件退職金の半額の計算毒して，控訴人に対し，同額を払い戻す

よう求め，被控訴人には被控訴人の口座への入金手続を執るよう述べたこと，控訴

人と被控訴人は直接やり取りをしていないこと，控訴人は，葛8mとの仲は悪くな

かったが，頭が良すぎるので刃向かうことはできないと常々思っており，実際に，

被相続人の葬儀の手配，喪主挨拶，会社からの退職金や遺品等の受取等を〃臆動き

中心となって取り仕切っていたため・〃8mの求めを断って恥を雪ゝかせたくないと
ti

の気持ちがあったことが認められる。そうすると，上記②の事実も，本件分配合意

を推認させるものということはできない。

ウ　したがって，本件分配合意があったとは認められない。

（3）次に，被控訴人は，本件5月贈与合意をしたと主張する。しかし，控訴人及

び被控訴人は，陳述書及び各本人尋問において，本件5月贈与合意をしたと述べて

いない。また，本件退職金を被控訴人名義の口座に振り込んだのは，上記（2）イのと

おり〃臆寡の求めを断ることができずにしたものであって，その際に，控訴人と被

控訴人との間で贈与に関するやり取りをしていないから，本件5月贈与合意があっ

たとは認められない。したがって，被控訴人の上記主張は理由がない。

（4〉　以上のとおり，本件分配合意及び本件5月贈与合意があったとは認められな

いから，争点2ないし4について判断するまでもなく，被控訴人の本件退職金半額

の利得は法律上の原因がない。

2　争点5及び6について
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（l）前提事実（2），乙8，控訴人及び被控訴人本人尋問の結果（控訴人の反訳書5

ないし9頁，23ないし26頁，被控訴人の反訳書12頁）によれば二二二は，

平成25年4月30日に，控訴人とともに訴外会社を訪れて本件弔慰金等及び4月

分給与を受領し，その後被控訴大宅を訪れて，本件弔慰金等が入った封筒及び4月

分給与が入った封筒を仏壇に供えたこと，被控訴人は，その後，4月分給与が入っ

た封筒を受け取ったが，本件弔慰金等が入った封筒は供えられたままであったこと，

被控訴人は，泣いていたこともあり，本件弔慰金が仏壇に供えられたことすら覚え

ていないこと，控訴人は一旦仏壇に上がって・しまったも‘のを返すようにいえなかっ

たことが認められる。

以上によれば控訴人と被控訴人は，本件弔慰金等の分配や使途等について話合

いをしていないといえるから，両者の間で，．本件弔慰金等全額贈与及び本件弔慰金

等一部贈与があったとは認め難い。

（2）ア　この点につき，被控訴人は，○○の免許取得費用を被相続人の財産から支

出するとの申出があったと主張し，葛Smま，平成25年4月22日及び同月25日

頃に控訴人から免許取得費用を負担するとの申出があった旨述べる（甲30，証人

〃■）の反訳書1ないし3頁）。しかし，葛寡の証言によると，被相続人の死亡当日

に－の免許取得費用の話をしたことになるが，細臆○及び被控訴人の供述（証人

〃Smの反訳書2頁，破控訴人の反訳書2頁）によれば，控訴人は，同日，被相続

人の葬儀費用に充てる金がないと述べており，そのような控訴人が，その日に〃漢

の免許取得費用を負担する話をしたとは考え難い。また，〃漢は，免許取得費用を

被控訴人から受け取っており，控訴人ではなく被捏訴人からもらったという認識で

あったと述べており（証人葛寡の反訳書6頁），控訴人が〃Sの免許取得費用を負

担する申出をしたとは認め難い。なお，控訴人は，本人尋問において，〃臆鵜から

葛Smの免許取得費用を負担してほしいとの話があり，免許取得費用を上げてもいい

と言ったような気がすると述べているが，その後，分からないとしており（控訴人

本人の反訳書29，35頁），免許取得費用について多少話題があったにせよ，贈
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与の意思表示をしたとは認め難い。

以上のとおり，本件弔慰金等のうち35万円詞書漢の免許取得費用に充てるため

に控訴人が被控訴人に贈与したとは認めることはできない。

イ　また，被控訴人は，控訴人が〃○こ交通費等20万円を渡すことを了承した

旨主張し，⊆≡漢はその旨供述する（証人∈ココの反訳書25頁）。しかし，控訴

人は，○○の交通費として20万円を払うと聞いていたと述べるにとどまり（控訴

人の反訳書35頁），その支払について了承したとはいえず，控訴人が抜擢訴人に

対し〃動；交通費等に充てるために本件弔慰金等のうち20万円を贈与したとは認

め難い。

ウ　したがって，被控訴人の上記各主張によっても上記（l）の判断は左右されない。

（3）以上によれば，被控訴人の本件弔慰金等の利得は法律上の原因がない。

3　上記1及び2によれば，控訴人の被控訴人に対する不当利得金311万72

74円の返還請求は理由がある。なお，これに対する遅延損害金の起算日は，不当

利得後の日であり，控訴人が反訴状をもって不当利得返還請求をした日（反訴状送

達の日）の翌日である平成25年11月9日である（民法412条3項）。

第4　結論

以上によれば，控訴人の反訴請求は不当利得金311万7274円及びこれに対

する平成25年11月9日から支払済みまで民法所定年5分の割合による遅延損害

金の支払の限度で認容し，その余の請求を棄却すべきところ，これと異なる原判決

は失当であり，本件控訴は理由があるから，原判決主文第2項を上記のとおり変更

することとして，主文のとおり判決する。

札幌高等裁判所第3民事部

裁判長裁判官

岡　　　本
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己勝木高

石
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